
前年度比 令和元年度 令和元年度

発注機関 地 区 （％） (７～９月) (累計)

設計解析 地質調査 測  量 合 計 設計解析 地質調査 測  量 合 計

25.0 86 18 11 115 142 196 30 25 251 460

新  潟 27.9 1,701 238 338 2,278 2,104 4,679 331 527 5,536 8,176

18.0 29 1 7 37 54 73 4 26 103 205

国土交通省 富  山 28.0 771 30 152 953 1,002 1,848 80 479 2,406 3,407

24.6 30 1 1 32 45 49 2 5 56 130

石  川 24.0 528 12 31 571 811 881 38 133 1,052 2,379

23.1 145 20 19 184 241 318 36 56 410 795

計 27.2 3,000 281 521 3,802 3,918 7,408 448 1,139 8,995 13,961

32.7 24 2 6 32 34 35 6 7 48 98

その他 55.4 641 24 263 928 484 854 105 276 1,234 1,676

32.7 24 2 6 32 34 35 6 7 48 98

計 55.4 641 24 263 928 484 854 105 276 1,234 1,676

35.3 13 4 1 18 12 23 5 3 31 51

新  潟 48.2 238 41 6 285 139 412 81 20 513 591

7.7 1 0 0 1 0 2 0 1 3 13

その他の 富  山 3.6 5 0 0 5 0 28 0 9 38 150

国の機関 16.0 3 0 1 4 4 18 0 1 19 25

石  川 31.2 22 0 19 41 29 477 0 19 496 130

25.8 17 4 2 23 16 43 5 5 53 89
計 38.0 265 41 25 331 167 917 81 48 1,047 871

26.7 267 79 32 378 444 442 142 55 639 1,415
新  潟 23.8 1,403 328 259 1,990 2,687 2,649 639 339 3,628 8,347

31.1 179 9 39 227 196 349 12 64 425 730
県 富  山 29.2 1,071 44 143 1,259 1,472 1,993 60 315 2,367 4,316

35.4 198 1 4 203 167 351 5 5 361 573
石  川 44.0 1,040 4 114 1,158 762 1,698 26 133 1,856 2,631

29.7 644 89 75 808 807 1,142 159 124 1,425 2,718
計 28.8 3,515 376 516 4,407 4,921 6,340 725 787 7,851 15,294

15.8 26 3 3 32 45 48 7 18 73 202
政令市 新潟市 9.7 104 2 5 111 360 317 10 258 586 1,143

15.8 26 3 3 32 45 48 7 18 73 202
計 9.7 104 2 5 111 360 317 10 258 586 1,143

32.1 104 15 26 145 134 178 29 76 283 452
新  潟 33.2 559 63 68 691 692 1,117 89 263 1,470 2,081

32.9 117 1 32 150 148 264 2 64 330 456
市 町 村 富  山 38.6 682 25 128 835 856 1,440 52 277 1,769 2,163

33.5 186 7 15 208 213 385 9 40 434 620
石  川 40.6 895 10 80 986 878 1,695 17 175 1,887 2,429

32.9 407 23 73 503 495 827 40 180 1,047 1,528

計 37.6 2,137 98 276 2,512 2,426 4,253 158 715 5,127 6,673

27.3 55 32 25 112 99 114 72 37 223 411

新  潟 18.9 366 50 46 463 417 816 239 54 1,109 2,449

19.1 12 3 15 30 30 23 3 20 46 157

民    間 富  山 15.7 52 5 29 86 51 77 5 34 117 548

24.9 54 84 8 146 128 127 158 14 299 586

石  川 25.2 271 45 54 370 263 1,022 86 72 1,180 1,466

25.0 121 119 48 288 257 264 233 71 568 1,154

計 20.6 689 101 129 919 731 1,916 330 160 2,405 4,463

26.7 551 151 98 800 876 1,001 285 214 1,500 2,991

新  潟 25.5 4,372 722 723 5,817 6,399 9,991 1,389 1,462 12,842 22,787

28.5 338 14 93 445 428 711 21 175 907 1,561

合    計 富  山 29.7 2,582 105 452 3,138 3,381 5,386 196 1,114 6,697 10,584

30.7 471 93 29 593 557 930 174 65 1,169 1,934

石  川 34.6 2,757 72 297 3,126 2,743 5,773 167 532 6,471 9,034

32.7 24 2 6 32 34 35 6 7 48 98

その他 55.4 641 24 263 928 484 854 105 276 1,234 1,676

28.4 1,384 260 226 1,870 1,895 2,677 486 461 3,624 6,584

計 29.5 10,351 923 1,735 13,009 13,006 22,004 1,857 3,383 27,245 44,081

国土交通省
その他

上段:件  数      
下段:受注高(百万円)

令和2年度（７～９月） 令和2年度（累計）

 

 

 

 

 

３．建設コンサルタントの受注動向 

記事提供：（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 

（注）・｢国土交通省｣    ：国土交通省（新潟県、富山県、石川県に所在する事務所）、新潟港湾空港整備事務所、 
新潟港湾空港技術調査事務所、伏木富山港湾事務所、金沢港湾・空港整備事務所 

・｢国土交通省その他｣ ：山形県、福島県、長野県、岐阜県に所在する事務所 
・｢その他の国の機関｣ ：農林水産省、総務省、財務省、環境省、裁判所、国立大学、国立病院等 
・｢県｣        ：新潟県、富山県、石川県 
・｢政令市｣      ：新潟市 
・｢市町村｣      ：新潟県市町村、富山県市町村、石川県市町村 
・｢民間｣       ：東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、東日本旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、民間企 

業からの元請け業務、公益法人等（独立行政法人、地方公共法人財団法人、社団法人は 
すべて公益法人とする。） 



（１）調査全体 

 調査全体での第２四半期（7～9 月）の受注において 7 月が 3％増、8 月が 14％の減、 

9 月が 10％の増となり、全体では横ばいの 0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設計解析部門 

 設計解析部門での第２四半期（7～9 月）の受注においては 7 月が 6%の増、8 月が 18%

の減、9 月が 8％の増となり、全体的には 1％の減となった。 

発注機関別で見ると「国土交通省その他」「その他の国の機関」「市町村」「民間」におい

て 1~113％の増となり、「国土交通省」「県」「政令市」においては 4~49％の減であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）地質調査等部門 

 地質調査部門での第２四半期（7～9 月）の受注においては 7 月に 15％の減、8 月は 65％

の増、9 月に 4％の減となり、全体では 6％の増となった。 

 発注機関別で見ると「国土交通省」「その他の国の機関」「市町村」において 7～95％の増

となり、「県」「政令市」「民間」においては 14~58％の減となり、「国土交通省その他」にお

いては横ばいの 0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）測量部門 

 測量部門での第２四半期（7～9 月）の受注においては 7 月に 2％の減、8 月が 17％の減、

9 月に 36％の増となり、全体では横ばいの 0％となった。 

 発注機関別で見ると、「国土交通省その他」「その他の国の機関」「市町村」「民間」におい

て 5～613％の増となり、「国土交通省」「県」「政令市」においては 8～97％の減となった。 

 


